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新規就農・経営継承総合支援事業
【 】１９，３４７（１９，４７９）百万円

（平成27年度補正予算との合計 ２１，６５５百万円）

対策のポイント
青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、総合的に支援します。

＜背景／課題＞
・我が国農業は、基幹的農業従事者の平均年齢が66.8歳（平成26年）と高齢化が進展し

ています。
、 （ ） 、・持続可能な力強い農業を実現するには 青年新規就農者数 定着ベース を倍増させ

世代間バランスのとれた農業就業構造にしていくことが必要です。
新規就農のための支援策を総合的に・新規就農し定着する青年農業者を倍増するため、

があります。講じる必要

政策目標
新規就農し定着する農業者を倍増し、10年後（平成35年まで）に40代以下

の農業従事者を40万人に拡大

＜主な内容＞

１．青年就農給付金事業 １１，６１４（１２，２４５）百万円
（平成27年度補正予算との合計 １３，９２２百万円）

青年の就農意欲の喚起と就農後の定着 青年新規就農者・経営継承者を図るため、
に対して就農前の研修期間（２年以内） 就農直後（５年以内）及び経営が不安定な

を給付します。の所得を確保する給付金
地域で孤立しがちな状況等を解消 確実に定着してもらうまた、新規就農者の し、

（市町村内での や新規就農者間の ）を実施ための取組 相談体制の整備 交流会の開催
します。

補助率：定額

事業実施主体：都道府県、市町村、民間団体

２．農の雇用事業 ７，１５０（６，７３４）百万円
農業法人への雇用就農を促進 法人が新規就業者に対して実施す青年の するため、

る実践研修 雇用した新規就業者の新たな法人設立・独立に等を支援するとともに、
を支援します。向けた研修

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

３．新規就農者育成支援事業［新規］ ５８３（－）百万円
新規就農者の育成を支援するため、以下の取組を促進します。

農業教育機関等のレベルアップ 優れた経営感・経営力・技術力の習得を図る と、
（就農希望者の経営力養成研覚を備えた農業経営者の育成のための研修の実施

修や県農大の経営指導力向上研修の実施等）
・農業大学校・農業高校の新規学卒者や農業への転職を希望する他産業従事者等

を 取組（就農相談会等の開催）実際の就農に結び付ける
補助率：定額、１／２

事業実施主体：都道府県、民間団体

［お問い合わせ先：経営局就農・女性課 （０３－３５０２－６４６９ ］）

［平成28年度予算の概要］
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森林・林業人材育成対策
【５，８５０（６，０７０）百万円】
（平成27年度補正予算 ３００百万円）

対策のポイント
「緑の雇用」事業を通じた新規就業者の確保・育成等を行うとともに、森

林・林業に関する高度な知識・技術を有する人材を育成します。

＜背景／課題＞
・林業の持続的かつ健全な発展を図るためには、施業集約化等の推進、低コストで効率
的な作業システムによる施業の実施とともに、これらを担う人材の確保・育成が必要
です。

・したがって、新規就業者の確保に向けた取組や研修の効率的・効果的な実施、事業体
の雇用環境の改善により、間伐等の森林整備を安全かつ効率的に行える現場技能者を
確保・育成するとともに、地域における森林づくりのマスタープランの作成・実行を
指導できる技術者や施業集約化・森林経営計画作成を着実に実践できる能力を有する
技術者の育成が重要です。

政策目標
○新規就業者を1,200人確保（平成28年度）
○現場管理責任者等を5,000人育成（平成32年度）
○森林総合監理士を2,000～3,000人育成（平成32年度）
○森林施業プランナーを2,100人認定（平成32年度）
○民有林における森林経営計画の作成率を80％に向上（平成32年度）
○林業労働災害死傷者数を15%以上減少（平成31年度（対平成26年度比））

＜主な内容＞
１．「緑の新規就業」総合支援対策 ５，７２７（５，８９６）百万円
（１）「緑の雇用」現場技能者育成推進事業 ５，４０４（５，５１９）百万円

① 新規就業者の確保・育成・キャリアアップ対策
（ⅰ）就業ガイダンス、トライアル雇用による新規就業者の確保、（ⅱ）３年間
のＯＪＴ等による新規就業者の育成、（ⅲ）現場管理責任者等へのキャリアアッ
プ、（ⅳ）就業環境整備等に必要な経費を支援します。
※（ⅰ）のトライアル雇用は３ヶ月、（ⅱ）の新規就業者の育成は、１年目は８
ヶ月、２・３年目は９ヶ月を上限として研修生１人当たり９万円／月等を助
成

② 林業労働安全推進対策
林業事業体の自主的な安全活動を促進するため、林業事業体の指導等を担う

労働安全の専門家の養成を支援します。
補助率：定額

事業実施主体：民間団体

（２）緑の青年就業準備給付金事業 ２８０（３１９）百万円
林業への就業に向け、林業大学校等において必要な知識の習得等を行い、将来

的に林業経営をも担い得る有望な人材として期待される青年を支援します。
※就業希望者１人当たり最大150万円／年を最長２年間給付

補助率：定額
事業実施主体：都道府県等

［平成28年度予算の概要］
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［平成28年度予算の概要］

（３）多様な担い手育成事業 ４２（５８）百万円
林業後継者を育成・確保するため、高校生等に対する就業体験、女性林業従事

者のネットワーク化、女性林業従事者の抱える問題の実態把握・解決、林業グルー
プ活動支援等を実施します。

委託費、補助率：定額
委託先、事業実施主体：民間団体

２．森林づくり主導人材育成対策 １２３（１７４）百万円
（１）森林総合監理士等育成対策 ６４（１００）百万円

森林総合監理士の候補となる若手技術者の育成を図るため、木材の流通、加工、
輸出など地域の新たな課題に対応した研修を実施します。

委託費
委託先：民間団体

（２）森林施業プランナー育成対策事業 ５９（７４）百万円
地域ごとの特性を踏まえたより実践力のある森林施業プランナーを育成するた

めの各種研修等の実施や、全国的に一定の質を確保するための研修カリキュラム、
認定基準の策定等の取組を支援します。

補助率：定額、１／２
事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先：
１（１）、（２）、２（２）の事業

林野庁経営課 （０３－３５０２－８０４８）
１（３）、２（１）の事業

林野庁研究指導課 （０３－３５０２－５７２１）
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浜の担い手・地域活性化対策
【８５１（９６３）百万円】

（平成27年度補正予算額 ３００百万円）
対策のポイント

・浜ごとに創意工夫のもと、漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プラン」
の策定・実行を支援します。
・人材の育成・確保等により、持続的な漁業生産構造の確保や漁業活動を担
う経営体の育成を行います。

＜背景／課題＞
・水産物の安定供給の確保と水産業・漁村の発展のためには、浜ごとに抱える課題を
整理し、漁業者自らが漁業収入の向上とコスト削減の具体的な対策に取り組むとと
もに、漁業の将来を担う人材の確保・育成や女性が中心となって取り組む活動の推
進等が急務となっています。

政策目標
○浜の活力再生プランを策定した漁村地域の漁業所得を５年後に10％以上向上
○毎年度2,000人の新規漁業就業者を確保

＜主な内容＞
１．浜の活力再生プラン支援事業 ３５（６０）百万円

浜ごとに抱える課題を整理し、地域の創意工夫に基づき、漁業者自らが漁業収
入の向上とコスト削減のために具体的な対策に取り組む「浜の活力再生プラン」
の策定・実行を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

２．新規漁業就業者総合支援事業 ５７７（５６２）百万円
（27年度補正予算 ３００百万円）

新規漁業就業者を確保するため、希望者が経験ゼロからでも円滑に漁業へ就業
できるよう、漁業学校等で学ぶ若者に対する資金の給付や就業相談会等の開催、
漁業現場での実地による長期研修、漁業活動に必要な技術習得等を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

３．漁村女性地域実践活動促進事業 ２３（３３）百万円
漁業や水産業を基幹産業とする地域の活性化を進めるため、漁村女性が中心と

なって取り組む特産品の加工開発等の意欲的な実践活動を支援するとともに、実
践活動に必要な知識・技術習得のための研修会や優良事例の横展開を図るための
成果発表会の開催等を支援します。

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：民間団体等

４．安全な漁業労働環境確保事業 １６（１９）百万円
漁船の安全操業等について知識を有する「安全推進員」を養成するとともに、遊

漁船業者等への安全講習会の実施及び指導員による安全指導の実施等の取組を支援
します。

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先:
１の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９２）
２、４の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４０）
３の事業 水産庁研究指導課 （０３－６７４４－２３７４）

［平成28年度予算の概要］
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女性の活躍推進

対策のポイント
地域農業の計画づくりへの女性参画の要件化や女性による事業活用の促進

等により、女性が能力を発揮し活躍できるよう支援します。

＜背景／課題＞

・女性農業者は、地域農業の振興や農業経営の発展、６次産業化の展開に重要な役割を

その能力が一層発揮されるよう支援担っており、農林水産業の成長産業化へ向けて、

していくことが必要です。

「女性の活躍推進に向けた公共調達・ 女性が輝く社会づくり」を目指して策定された「

及び補助金の活用に関する取組指針」及び「女性活躍加速のための重点方針2015」を

すること踏まえ、女性農林漁業者による事業活用の促進等を通じて女性の活躍を推進

が求められています。

政策目標
女性農林漁業者の活躍の推進

＜主な内容＞

１ 「人・農地プラン」の企画・立案段階からの女性の参画促進．
担い手や地域農業のあり方等を定めた「人・農地プラン」の検討に当たって、女性

農業者が概ね３割以上参画することとします。

２. 地域農業の活性化などにチャレンジする女性への支援

３７，１６２百万円の内数
女性による活用が望まれる経営体向け補助事業について、女性農林漁業者のネット

ワーク等を通じて周知徹底を図るとともに、女性や女性グループが積極的に採択され

るよう配慮します。

【主な事業】

○ 輝く女性農業経営者育成事業 １１０（１２０）百万円
次世代リーダーとなる 及び農業で新たにチャレンジを行う女性農業経営者の育成

します。女性のビジネス発展を支援

女性農業経営者の取組の発信や地域また 等を通じた、「農業女子プロジェクト」

ネットワークを強化するとともに、女性の活躍推進に取り組む農業法人等を認定・

表彰し、 。女性が活躍する先進的取組を全国に広げます

○ 経営体育成支援事業 ２，９９７百万円の内数
女性農業者グループも含め、地域の担い手が経営発展等を図るために必要な農業

用機械、施設の導入を通じた経営改善に向けた取組を支援します。

○ ６次産業化支援対策 ２，４０２百万円の内数
女性や女性グループが６次産業化ネットワークのメンバーとなって、女性の視点

を活かして実施する新商品開発や販路開拓等の取組を支援します。

（ ）※ この他の事業においても 女性の取組促進に配慮した措置を講じます、 。次ページ参照

［お問い合わせ先：経営局就農・女性課 （０３－３５０２－６６００ ］）

［平成28年度予算の概要］
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事業名 事業内容 
平成28年度予算

概算決定額

輝く女性農業経営者育成事業 次世代リーダーとなりうる女性経営者の育成及び農業で新たなチャレンジを行う女
性の経営発展を支援し、女性の活躍を発信。

110百万円

多様な担い手育成事業 女性の林業への参入・定着を促進するため、林業体験の実施や女性林業従事者の
ネットワーク構築等を支援。

42百万円
の内数

漁村女性地域実践活動促進事業 漁村の女性等が中心となって取り組む特産品の加工開発等の実践活動を支援する
とともに、実践活動に向けた研修会や優良事例の成果報告会の開催等を支援。

事業名 事業内容 
平成28年度予算

概算決定額

経営体育成支援事業 地域の担い手が経営発展等を図るために必要な農業用機械、施設の導入を支援。

　農業経営の多角化等に取り組む女性農業者グループ等も助成対象。

強い農業づくり交付金 国産農畜産物の安定供給のため、生産から流通までの強い農業づくりに必要な共
同利用施設の整備等を支援。

　女性が活躍しやすい部門である農産物加工に必要な施設整備については、女性
が主体の取組の場合に、面積と下限事業費の要件緩和。

６次産業化支援対策 農林漁業者等が、６次産業化ネットワークを構築して取り組む新商品開発や販路開
拓等を支援。また、農林漁業者等からの求めに応じて６次産業化プランナーを派遣
し、具体的なアドバイスを実施。

　女性や女性グループが６次産業化ネットワークのメンバーとなって、女性の視点を
活かして実施する新商品開発や販路開拓等の取組を支援。

農作業事故の防止に向け、農業者一人一人に対して効果的に訴えかけ、安全意識
を高めていく取組を支援。

78百万円
の内数

　女性等が安全に活躍できる環境づくりを図るため、専門家等が、農業者一人一人
の安全意識を効果的に高める手法を検討し、啓発資材を作成して全国での声かけ
等の啓発活動の手法を確立する取組を通じて、農作業時における事故を未然に防
ぐ取組を支援。

農山漁村振興交付金 農山漁村の持つ豊かな自然や「食」を観光、教育、福祉等に活用する地域の手づく
り活動や市町村等が作成した定住・交流促進のための計画の実現に向けて、農産
物加工・販売施設、地域間交流拠点等の整備を支援。

　「食」を活かしたグリーン・ツーリズムなど、女性が中心となった都市と農山漁村の
共生・対流につながる取組（地元食材を活用した新商品の開発・販売、農家レストラ
ン、農家民宿等）、女性等の農林漁業経営、地域文化の伝承等能力発揮や地域住
民の活動促進に必要となる施設及び付帯施設整備（地域住民活動支援促進施設）
を支援。（施設整備については、計画申請時に、女性の参画に向けた取組方針又は
取組の有無を確認）

産地における水産業の強化に必要な施設等の整備を支援。

　女性等の活動支援のため、子供待機室、調理実習室、会議室等により構成される
「女性等活動拠点施設」の整備を支援。

漁協系統経営・組織力基盤強化促
進事業

漁協等の役職員の人材育成を支援。
漁協等の役職員として活躍している女性等のスキルアップを支援。

○中山間地域等直接支払制度

　 事業の活動内容を審査する地域協議会に女性が参画すること等が要件。

強い水産業づくり交付金（産地水
産業強化支援事業）

2,696百万円
の内数

○人・農地問題解決加速化支援事業 （人・農地プランの見直し支援事業）
　 人・農地プランの検討に当たって、検討会のメンバーの概ね３割以上は女性農業者で構成することが要件。

○森林・山村多面的機能発揮対策交付金

　 中山間地域等における農業生産活動の継続への支援について、交付単価の10割の交付を受けるための要件の一つとして、新たに女性・
若者等の参画を得ることを位置づけ。

29百万円
の内数

8,000百万円
の内数

産地活性化総合対策事業のうち生
産システム革新推進事業のうち農
作業安全総合対策推進事業

　総額　３７，１６２百万円の内数

23百万円

2,997百万円
の内数

20,785百万円
の内数

2,402百万円
の内数

チャレンジする女性への支援のための施策 

 女性農業者等が積極的に採択されるよう配慮等するもの                                    

関連対策（女性農業者等の参画に配慮） 

 女性農林漁業者の活躍推進を支援するもの                                 

女性農業者等が事業に応募した場合等に、採択ポイントの加算や要件緩和を行うもの 

女性の活躍推進に資する環境整備等を支援するもの 

６次産業化ネットワーク活動交付金 ６次産業化ネットワーク活動交付金 
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